
新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦の拡充

１．２次補正予算計上額 ２兆円（１次補正予算計上額と合わせて３兆円）

新型コロナウイルス感染症への地⽅における様々な対応・取組を全⼒で⽀援するため、
地域の実情に応じて、家賃⽀援を含む事業継続や雇用維持等への対応を後押しするととも
に、「新しい生活様式」等への対応を図る観点から、新型コロナウイルス感染症対応地⽅
創生臨時交付⾦を拡充する。

２．所管
３．交付対象等

４．使途

内閣府（地⽅創生推進室） ただし、各府省に移し替えて執⾏

（１）交付対象 ︓実施計画を策定する地⽅公共団体（都道府県・市町村）
（２）交付⽅法 ︓実施計画に掲載された事業（※）に対し、交付限度額を上限として交付⾦を交付

※ 第２次補正予算における国庫補助事業の地⽅負担分については、第１次補正予算の臨時
交付⾦の未配分額により措置

（３）交付限度額︓① 家賃⽀援を含む事業継続や雇用維持等への対応分（１兆円程度）
人口・事業所数を基礎に、感染状況等に基づき算定

② 「新しい生活様式」を踏まえた地域経済の活性化等への対応分（１兆円程度）
人口、年少者・⾼齢者の⽐率、財政⼒等に基づき算定

地⽅公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに実施する
① 家賃⽀援を含む事業継続や雇用維持等への対応
② 「新しい生活様式」等への対応
の事業に充当。

家賃⽀援、休業要請に伴う協⼒⾦等、地域公共交通機関等の維持・確保、旅館・ホテル等の経
営⽀援、臨時休校に伴う⼦供たちの⼼のケア、修学旅⾏等のキャンセル代への⽀援 等
地域公共交通機関等の３密対策、福祉施設・観光施設・学校・スポーツ・文化イベント等の「新
しい生活様式」の下での再開に向けた⽀援、地元産品のオンライン販売促進、オンライン教育・テ
レワーク導⼊⽀援、農林⽔産物の販売促進、観光地の活性化 等
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地域未来構想 20について 
 

地方創生臨時交付金の交付限度額の算定における「新しい生活様式」等への対応分については、地域の

社会経済構造そのものを将来の感染症リスクに対しても強靭なものへと改革することを推進する観点から、

交付限度額の算定上特に考慮されたものであることを十分に踏まえ、本交付金を活用し、特に地域の未来

にコミットする、以下に例示するような政策分野に関連する取組（略称「地域未来構想 20」）を実施する

ことが期待される。ただし、臨時交付金の交付対象は本構想で例示する政策分野に限られない。各自治体の

判断により、地域の実情に応じて必要な取組を行っていただきたい。 

 

(a) 社会的な環境整備 

① ３密対策 ３密対策を実施したより快適な空間の創造 

② 発熱外来 発熱外来ネットワークを整えるためのハード・ソフト両面からの投資 

③ キャッシュレス キャッシュレス決済の普及推進及びデータの利活用 

④ 行政IT化 行政手続の徹底したオンライン化・電子処理化、ネット発信の強化 

⑤ 防災IT化 新型コロナ感染症等に対応した新たな災害対応スタイルの構築 

⑥ 脱炭素社会への移行 地域の再エネ/分散型電源の活用による脱炭素化と強靭化 

⑦ スーパーシティ 大胆な規制改革を伴う「コロナ対応型スーパーシティ」の前倒し実現 

⑧ 地域経済の可視化 RESASで地域経済を「見える化」、データに基づく施策立案を促進 

そ の 他 

(b) 新たな暮らしのスタイルの確立 

⑨ 教育 GIGAスクール構想の更なる加速・強化等による新たな時代に相応しい教育 

の実現 

⑩ 医療 オンライン診療・オンライン服薬指導を行うための支援 

⑪ 地域交通体系 MaaSなどを取り込んだ新たな地域交通体系の整備 

⑫ 文化芸術・スポーツ・

コンテンツビジネス 

地域の文化芸術・スポーツ・コンテンツビジネス等の創造発信 

⑬ リビングシフト 都市と地域の両方の良さを生かして働く・楽しむスタイルの開拓 

⑭ ハートフル ひとり親家庭、単身高齢者等への新しいつながりの創出 

そ の 他 

(c) 新たな付加価値を生み出す消費・投資の促進 

⑮ 強い農林水産 強い農林水産業及び食料産業の実現に向けた新たな投資促進・労働力確保 

⑯ 地域商社、観光地域

づくり法人（DMO） 

地域商社、観光地域づくり法人（DMO）、ローカルベンチャー等を通じ、

ソーシャルデザインの力も生かした、地域経済力の強化 

⑰ 物流の進化 新技術を活用した地域内物流の効率化など物流基盤の整備 

⑱ 新たな旅行 「新しい旅行スタイル」実現のため、宿泊、飲食、運送等のトータルな環

境整備や新たなビジネス展開の促進 

⑲ 商品券・旅行券 ３密対策や新たな商品と連動した誘導型の商品券・旅行券の発行 

⑳ 事業構造改革 地域牽引企業群の形成・事業再生等を通じた事業構造改革の徹底推進 

そ の 他 
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